
事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：インド 

案件名：ハイデラバード都市圏送電網整備事業 

貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：23,697百万円 
借入人：インド大統領(The President of India) 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
インド全国の電力需給を見ると、1998年度以降、電力量で約 6～9％、ピーク時必要出力

で約 11～14％の深刻な電力不足が生じている。加えて、高い送配電ロス率（2003 年度の
インド全国平均は 32.5％）、頻繁に生じる停電が供給面での大きな問題となっている。 
インド政府は、第 10次 5ヶ年計画（2002年 4月～2007年 3月）において、41,110MW

の新規電源開発を行うとともに、電源が集中する北部、北東部、東部からその他地域への

効率的な電力供給のため、全国で高圧送電網を増強するとしている。また、2002年より配
電部門の改善を目的とした「早期電力開発・改革プログラム」を実施している。現政権の

共通綱領（2004年 5月）でも、電力等のインフラ整備は最優先の課題とされている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「経済インフラの整備」が対インド支援の

重点分野として位置付けられており、本事業への支援は同方針に合致する。 
インド南部アンドラ・プラデシュ州の州都ハイデラバード市は、隣接する地域とともに

近年ハイテク産業等の集積が著しく、オフィスビルや工場の増加、人口の増加によって電

力需要が急激に伸びている。同州全体の電力需要は、1996 年の 5,576MW から 2005 年に
は 8,563MWに増加（50%増）しているが、特にハイデラバード地区は 2001年以降ピーク
時電力需要が平均年 7%で増加しており、さらに今後 5年間で年約 11%の伸びが予想されて
いる。こうした電力需要に応えるため、同州は 2011 年度におけるピーク時電力供給量を
2005年度比倍増させる計画であるが、この急増する発電電力を消費者に安定的に供給する
ため、市内の送変電網の能力の増強が急務となっているところ、本事業を本行が支援する

必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、インド南部アンドラ・プラデシュ州の州都ハイデラバード市及び隣接する地

域において、送変電網の増強を行うことにより、電力供給能力の向上及び電力供給の安定

化を図り、もって地域の経済発展と生活環境向上に寄与するものである。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
アンドラ・プラデシュ州ハイデラバード都市圏 

(2) 事業概要 
① 送変電設備の新設（変電所（関連送電設備含む）8箇所） 
② コンサルティング・サービス   

(3) 総事業費 
30,123百万円（うち、円借款対象額：23,697百万円） 



(4) スケジュール 
2007年 4月～2010年 12月を予定（計 45ヶ月） 

(5) 実施体制 
① 借入人：インド大統領(The President of India) 
② 実施機関：アンドラ・プラデシュ州送電公社（Transmission Corporation of Andhra 

Pradesh Limited） 
③ 運営・維持管理体制：②に同じ 

(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
(a) カテゴリ分類：B 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ライン」（2002年 4月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響
を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断され

るため、カテゴリ Bに該当する。 
(c) 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成が義
務付けられていない。 

(d) 汚染対策：工事中は、施工業者により必要に応じ適切な緩和策が取られる。 
(e) 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に
該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

(f) 社会環境面：本事業は合計約 3haの用地取得を伴い、同国国内手続きに沿って取得
の手続きが進められる。なお、住民移転は発生しない。 

(g) その他・モニタリング：本事業では、実施機関が工事期間中の土砂流出等について
モニタリングする。 

② 貧困削減促進：特になし。 
③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等）：特になし。 

(7) その他特記事項 
実施機関の組織能力強化支援（海外研修、総合品質管理（TQM）の導入）をコンサルテ
ィング・サービスとして行う。 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

指標名（運用・効果指標） 
 

基準値 
（2006年） 

目標値 
（2012年[事業 
 完成 2年後]） 

電圧変動率（%） 6.87 4.09 
変圧器の平均設備稼働率（%） 53.26（220kV） 

59.92（132kV） 
69.94（220kV） 
56.10（132kV） 

停電回数（回／年） 71 20 
送電ロス率（%） 4.35 4.0 
電力供給量（GWh） 8,860 16,329 

 



(2) 内部収益率 
財務的内部収益率（FIRR）：2.8% 

  ①費用：事業費、運営・維持管理費 
  ②便益：送電収入の増加、送電ロスの削減 
  ③プロジェクト・ライフ：30年 
経済的内部収益率（EIRR）：6.0% 

  ①費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
  ②便益：送電収入の増加、送電ロスの削減 
  ③プロジェクト・ライフ：30年 
６．外部要因リスク 
インド及び事業対象周辺地域の経済の停滞/悪化。 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の送電網整備事業に係る事後評価からは、事業効果の十分な発現のためには、送電

網の整備に加え、事業実施後の継続的な設備増強と潜在需要に対応する新規電力開発が必

要との教訓を得ている。アンドラ・プラデシュ州では 2011 年度にピーク時電力供給量を
2005年度比倍増させる計画を策定済みであることから、その進捗状況につき定期的にモニ
タリングしていく予定である。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 電圧変動率（%） 
② 変圧器の平均設備稼働率（%） 
③ 停電回数（回／年） 
④ 送電ロス率（%） 
⑤ 電力供給量（GWh） 
⑥ 内部収益率：FIRR、EIRR（%） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 
 


